
はじめに

リテールマーケティング研究を 1つの研究分野
（discipline）として確立するため，これまで顧客
経験（石川［2019］），いわゆる「サービス」の統
計上の位置づけ（石川［2020］）について考察して
きた。多くの研究分野では，当該研究集団におい
て研究を進める方法や研究手法が，集団内におい
て認識・受容されている。ただその採用をめぐっ
ては批判や修正も行われてきた。
リテールマーケティング研究は，わが国の学術
的世界では明確に認知・受容されていない。リ
テールマーケティングやリテールマネジメントと
いう言葉自体は，実務や検定試験（リテールマー

ケティング検定：日本商工会議所主催）などでは
使用されているが，その範囲の限定や研究対象・
研究目的はかなり曖昧なままである。
そこで本稿では，リテールマーケティング研究
をマーケティング，流通，サービス研究を架橋す
る分野の 1つとして，その地位を獲得するには研
究方法の確立が他学問分野と同様，必要であると
考えている。そのため，いささか手垢はついてい
る分野ではあるが，これまで社会科学分野や自然
科学分野を問わず議論されてきた方法論について
取りあげる。そののち，リテールマーケティング
研究が当面目指すべき研究方法とその射程につい
て考察したい。
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本稿は，リテールマーケティング研究を 1つの研究分野として確立するため，研究方法論を中心に検討した。学問分野における方法
論研究は，社会科学や自然科学を問わず，これまでさまざまな方法論の提示があった。そのため，リテールマーケティング研究において
このような分野を取り上げることは，いささか手垢がついているような研究の歩みを辿らざるを得ない面もある。しかし，一通りの研
究方法を踏まえた上で，研究に向き合わなければ学問分野としての確立に展開・発展もない。そのために本稿は，あえて研究方法と今後
のリテールマーケティング研究の射程を確定する際に必要な手続と捉えている。
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In order to establish retail marketing research as one research field, this paper focuses on research methodologies. For methodo-

logical research in the academic field, various methodologies have been presented so far, regardless of social science or natural sci-

ence. For this reason, taking up such fields in retail marketing research gives the impression that it is a little tricky, and there is also

the aspect that we have no choice but to follow the course of research in other fields in the past. However, a new academic field will

not be established, developed, or developed as an academic field unless it faces research based on a general research method. For this

reason, this paper considers it as a necessary procedure when daringly determining the research method and the scope of retail mar-

keting research in the future.
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1．方法論研究の意義

（1）方法論研究への疑義
個別科学の方法論研究の意義は，「方法論が学
問の最初にあるのはそれがなければ学問がうまく
進まないため（内田［2002］247」）として価値を
認める立場がある。一方，「方法論などに手を出
す学問は大抵どこかに疾患をもつ学問（Radbruch

［1934］翻訳 285）」として個別学問について方法
論への深入りを咎める立場もある。方法論研究
は，こうした正反対の見解を拒否できないところ
に個性がある（只腰［2018］）。そのため，研究者
によってはこの分野に立ち入る者と立ち入らない
者が存在し，明確に分かれているようだ。
筆者が専攻してきたマーケティング研究におい
てもこれまで激しい方法論争が繰り広げられてき
た。単に方法論争だけではなく，マーケティング
自体が学問であるのか，技術や芸術であるのかと
いったその認識や位置づけを巡る議論もあった。
しかし，これらの決着がつかないまま今日に至っ
ている。他方，マーケティング研究とされるもの
は継続しており，その範疇に属すると思われる研
究分野も拡大してきた。こうした方法論争の停滞
は何を意味するのであろうか。学問の入口（方法
論争）で立ち止まるのではなく，入口から奥へと
進み，より楽しい世界を研究する方がよいという
認識が拡大しているためだろうか。それでは入口
から奥へと進んだ世界は一体どういう世界なの
か。方法論などとは無縁の世界であるのだろう
か。ただリテールマーケティング研究を 1つの研
究分野とするには，方法論にふれなければならな
いだろう。

（2）知識らしきことの認識変化
マーケティングは，市場の交換活動を扱い，研
究する学問分野である。ただ 2つの理由により，
将来の正確な予測を不可能にするとされる。それ
は，①ある出来事の生起に影響を及ぼす要因が無
数にあり，関連する変数を全て特定できないこ
と，②マーケティングの環境要因は，流動的で変
化するものが多く，それを踏まえての予測は至難

であること，である。本来，正確な予測は，固定
された条件とその組合せにより成立し，条件が質
的，量的に変化すると思い通りの予測結果は得ら
れない（松尾［2019a］）。こうした状況は，マーケ
ティングを別の学問分野に置き換えてもほぼ同様
のことがいえるかもしれない。特に経済学や経営
学など，マーケティング「論」とは異なり，「学」
が付され，確固とした学問分野として大方におい
て認識されているような学問分野についても同様
かもしれない。
さらにわれわれは，日常的に確実ではない知識
を援用し，さまざまなレベルの問題解決を図ろう
とする。これまでビジネスの世界でも身近な（わ
かりやすい）理論やモデルを組み合わせて，予測，
計画を立てることによって課題に対応しようとし
てきた。これらを日常的に認識，思考する際に
は，何らかの理論やモデルを前提としている（松
尾［2019a］）。つまり，確実ではない知識が，学問
分野や現実（ビジネス）世界でも起点（前提）と
なっており，それら知識の確実性についての問題
もあろう。
しかし，これまであまり気にすることなく，研
究や現実世界は継続してきた。ただ知識が確実で
ないために破棄するということは現実的な選択肢
ではなく，理論やモデルの限界を認識することが
重要であり，それら知識の限界を念頭に置いた上
で利用しなければならない。これまでの科学にお
いては，どの理論においてもそれが生み出された
当時では経験可能な限定条件，限定範囲だけで成
立する理論については，新しくより優れた理論と
されるものが現れると置換されてきた経緯がある
（内田［2002］）。こうした現象は単なる情報の更
新ではなく，科学の進歩ととらえられるのであろ
うか。
他方，ビジネスの世界では，ある時期において
重用されてきた理論や知識らしきものがいつの間
にか軽視されるようになり，近年では全く考慮も
されなくなったものも多い。かつてわが国の経営
の世界では，企業の経営資源のうち「モノ」を所
有し，それを経営に活かすことを推奨とまではい
かなくとも，前提とされていた時代があった。特
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に会計学の世界では，それを「資産」として認識
していた。しかし，「持たない経営」が取り上げ
られ，それが一世を風靡するようになると，それ
まで所有することをよしとしてきた「モノ」を多
く所有した経営志向（思考）は一気に変貌するこ
ととなった。会計学の世界では「モノ」は相変わ
らず資産と認識されるが，実際のビジネスの世界
ではできる限り「モノ」を持たない経営へと認識
が変化するようになって久しい。そのため現在で
は，「自社ビル」「自社工場」を強調する企業は相
変わらず存在するものの，本社ビルさえ所有して
いない上場企業や工場を持たないメーカー（ファ
ブレス）も増加している。このようにビジネスの
世界では，ある知識が紹介されると，一気にその
潮流が変化することがある。これは学問分野でも
類似した状況がある。

（3）「真理の探究」の後退
これまでマーケティング研究における方法論研
究は，経済学あるいは経済学方法論が引用，紹介
されてきた。こうした行為は，マーケティング研
究を経済学の下位分野の学問分野としてマーケ
ティング研究者を位置づけているからなのかもし
れない。ただここでは経済学とマーケティング論
の位置関係については取り上げない。
経済学においては，新法則の発見は極めて少な
いとされる。経済学は，19世紀以降，古典力学を
範として論理形式を導入し，他方で統計学の導入
により「仮説－検証」という科学手法を確立した。
しかし，普遍法則を発見した例はほぼないとされ
る。それは経済学の説明対象が，単純な経験では
実在を確認できず，研究者に概念が与えられて認
識されることが多いためである。また研究者の認
識枠組が変化することで対象も変化し，法則発見
に必要な観察者の認識から離れづらくなる。一
方，自然科学分野での新事実発見は，その認識枠
組を発達させることを先行させてきた。ただ経済
学が含まれる社会科学は，自然科学と比べて理論
負荷性が強いとされる。それは古典派経済学，新
古典派経済学，マルクス経済学，ケインズ経済学
などこれまでの経済学における理論枠組が変化す

ると，優勢な理論枠組によって世界は根本的に変
わり，実態のない存在に制度枠組を与えてきた
（江頭［2018］）。したがって，現在において当時の
状況を眺めると何とも異様であり，不思議な雰囲
気が漂っていたことを感じざるを得ないこともし
ばしばある。
さらに経済学は，実験のできない科学とされて
きた。その理由は，経済学については説明すべき
対象規模とその複雑さが影響しているため，現象
が社会全体においては一様ではなくなり，観察事
実による仮説－検証には限界があるためとされ
る。特に人間の思惟によって物事を観察し，知識
の蓄積を行うことを哲学的手法，仮説形成と実験
の繰り返しによってそれを行うことを科学的手法
とすると，経済学では前者の哲学的手法が支配的
であった。ただ現在は，理論（仮説）を検証し，
新事実を獲得する実験手法の開発と研究が進んで
いるとされる（江頭［2018］）。つまり現在の経済
学では，哲学的手法と実験手法が混在している状
況にあると解することもできよう。これは他の研
究分野においても同様のことが観察できるかもし
れない。マーケティングの隣接分野とされる経営
学においても経済学と同様の展開が観察可能であ
る。それは経営学が経済学の展開に準え，また
マーケティングもそのようにしようとしているた
めであろうか。
他方，自然科学においては，現在は 19世紀とは
実験の意味が変化したとされる。19世紀にはそ
れは素朴な経験を得る一手法であった。そして観
察したい性質を限定し，特定の要素を強調した形
によって観察すれば，そこから帰納的に真理を発
見できるという根拠のない信念があった。しか
し，20世紀にはフィッシャー（Fisher, R.A.）らに
よる統計学研究や，ポパー（Popper, K.R.）が提示
した反証主義により，仮説－検証の枠組が科学的
方法として一般的となった。そのために実験は，
蓋然性のある範囲内で仮説が支持されることとな
り，真理の探究が後退することとなった（江頭
［2018］）。学問の目的自体が真理の探究から離れ
たことは，近年の「論争」自体の減少に繫がって
いる面もあろう。かつては大学の学部において教
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授される「経済学史」で取り上げられるような論
争は多くあった。ただマーケティングについては
その歴史が 19世紀後半からと浅く，「学」ではな
く「論」のまま止まっている（とどめられている）
せいか，マーケティング研究の中では「真理の探
究」など口にする研究者にはほとんど会ったこと
はない。

2．社会科学と自然科学の相違

（1）新奇な事実の予測重要性
経済学の方法論では，フリードマン（Friedman,

M.）『実証経済学の方法論（1953）』が有名であ
り，経済学の教科書ではほぼ引用され，「依然と
して数多くの経済学者が読む唯一の方法論に関す
る論文（Hausman［1992］162）」とされる（Hands

［2001］）。彼は，（規範経済学の対義語である）実
証経済学では，理論の仮定の真偽は問題とならな
いとした。そこで多様な経済理論から取捨選択す
る際に唯一重要なことは，どの理論が経験的予測
に最も成功したかであるとした。そして，関連領
域で最も正確な予測形成理論が最良であり，「非
現実的」仮定を採用しても，それは実証的科学的
理論としての成功を損わないとした（Hands

［2001］）。
またフリードマンは，（その存在が明確に観察

されていない）新奇な事実の予測を経済理論の成
功を決定づける要素とした。そのため，実証科学
の究極的目標は，観察されていない現象に妥当で
有意義な予測をもたらす理論ないし仮説の発展と
した（Friedman［1953］）。さらに新奇さは必ずし
も将来についてではなく，当該理論を提唱する経
済学者には未知なものとし，一貫して新奇な事実
の重要性を主張した（Hands［2001］）。果たして
こうした新奇さの強調は，新たな発見の重要性へ
と道を開くものなのだろうか。
さらに経済学の方法視点には 2つあるとされ
る。1つは意味論的視点であり，実証科学あるい
は反証科学としての経済学の可能性を問う視点で
ある。この視点は，経済理論が科学的であるため
に構築された仮説が実際の経済現象について，論

理的に破綻せず，有意義な説明を与えられるかど
うかを検証するものである。もう 1つは経済学の
進化に寄与できるかどうかという道具主義的視点
である。科学の進歩は，当該分野における知識の
増加が必要である。自然科学分野での知識の増加
は，事実の新発見か発見された事実が既存体系に
位置づけられることによる（江頭［2018］）。それ
では，自然科学における事実の新発見は，どのよ
うにもたらされるのだろうか。その新事実が認識
され，事実の既存体系に位置づけられるには，ま
だ何段階かの手続が必要と思量される。

（2）実験の可能性
Polanyi［1958］は，科学的発見過程は科学者に
よる問題への習熟でもたらされる分画化されてい
ない暗黙知的な知識を背景とし，関連知識を切り
出して既存体系に位置づける暗黙的活動とした。
ポパーにおいても発見過程の論理学的位置づけ
と，実際の科学的発見過程とは重複する（してい
る）部分もあるが，区別されるものとした。特に
発見の文脈における仮説の役割は，観察者と観察
対象の間にある。ある現象が観察されると，研究
者はまず実験室での再現可能性を考え，試みよう
とする。ここでの実験室は現象を再現する必要最
低限の要因以外をすべて排除できる状況のことで
ある。この手続は，1つは既存理論の延長として，
再現過程を演繹的に構築し，それにより再現実験
を計画する場合である。もう 1つは，生起の説明
理論構築を後回しとし，現象を再現し，技術的試
行錯誤を繰り返すことによりレシピを確定し，そ
の現象再現をより精密に検証する場合である（江
頭［2018］）。このようにして自然科学分野では，
実験室における実験の再現可能性，そして現象の
再現が精密に検証される。それでは同様のことが
社会科学では可能であろうか。自然科学も社会科
学も「科学」が各研究分野に付されている。同じ
科学が付される学問であれば，科学の基底におい
て意味するところ同様とはならないのであろう
か。
自然科学においては，実験室での実験を行う

（繰り返す）ことにより，再現が可能であり，現象
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の再現を精密に検証できれば，理論となる可能性
が生まれる。他方，実験室実験が馴染まない分野
は理論無謬性に依存した。そこでは論理の展開過
程において数学的証明を厳密化し，仮説の正当性
を示そうとした。ただ論理性は科学の必要条件で
はあるが十分条件ではない。したがっていくら厳
密な数学を用いても，それにより保証されること
は特定条件下での論理過程においての無矛盾性に
限定される。そのため論理前提に問題があれば，
導出仮説に問題が残ることになる（江頭［2018］）。
つまり，実験室での実験が馴染まない社会科学で
は，論理前提に問題があれば，仮説自体にも問題
が残ることになる。そのような仮説を検証すると
いう行為の位置づけが問題となる。
実験的手法の普及は，理論家が反証可能性の明
示を求め，そのため他の研究者においても再現実
験が行いやすくなる。そこで経済学は，出自の哲
学から離れていくことになり，自然科学領域に近
づくことになる。反対に実験ができない理論は，
科学性を保証できず淘汰されることになる（江頭
［2018］）。したがって，自然科学，社会科学となら
んで人文科学と称される分野では，実験をするこ
とが叶わず，当然学問分野における科学性を保証
することができない。しかし，人文科学系の研究
者は，自らの専攻する学問分野が実験が不可能で
あるとし，社会において学問として他分野の科学
に比べて劣位にあると認識しているのだろうか。
おそらくしていないはずである。その背景につい
て今後明確にすることが必要となろう。
ポパーは，他の哲学者（あるいは，哲学の学派）
よりも経済学方法論に影響したとされる。ポパー
の経済学方法論が影響力を持ったことについては
複数の理由がある。1つはポパーの哲学は，相対
的に理解しやすく，応用が容易という共通認識が
あるためである。また反証主義者のプログラム
は，科学的研究を適切に遂行するため，容易に実
行可能な方法論的ルールや，比較的単純な境界画
定の基準を提供するとされる（A 5用紙に収まる
科学哲学）。もう 1つは，ポパー自身の知的興味
と関心によっている。彼は，特定社会科学の科学
的地位の疑問，特に境界画定基準を用いることに

よって，正当な科学的研究領域からフロイト心理
学とマルクス主義社会理論の除去を望んだことに
よる（Popper［1976］）。それは彼がこれらの研究
を正当な科学研究領域と認識していなかったため
だろう。そして多くの事例は，哲学者が科学知識
を彼らの社会的，政治的，政治経済的利害を促進
するように解釈してきたことを示すものである。
一方，科学知識に関する見解は，それがある程度
多様な社会的，政治的，経済的影響力と合致する
場合において優勢となってきた。そのため，経済
学者のための純粋な知識は，外部ではなく，常に
少なくとも部分的に経済学の内部にあったことに
なる（Hands［2001］）。

3．社会科学における対象の観察

（1）社会科学における普遍法則の存在
しばしば，「科学の進歩」ということが強調さ
れる。これは新事実と法則発見に大別される。科
学の営みは，これまで認識されていなかった現象
を人間の五感で理解できる形に変換，あるいは新
知識を矛盾なく既存の科学体系に位置づける理論
考察とされる。さらに両者は，知識の増加を目的
としている（江頭［2018］）。それでは知識の増加
は，科学の進歩となっているのか，あるいは繫
がっているかを考慮する必要がある。またそれら
の知識は，どこにどのようなかたちで蓄積されて
いるのであろうか。
科学は，多様な出来事を説明し，予測，実験す
る活動とされる。実験は予測結果の真偽を確認す
ることとすると，科学の基本的な営みは説明と予
測に集約されることになる（小河原［1997］，松尾
［2019a］）。また，特定の出来事の生起には原因が
あり，その指摘が説明とされる。他方，その原因
が特定できれば，結果を推測的に導出できる可能
性が生まれるとされる。説明と予測は，各々原因
と結果に言及する点については異なっているが，
同一の論理構造を有している。科学についてもそ
の考え方は同様である。ただ科学の説明・予測に
おいては形式的な厳密さが要求される。それは原
因（初期条件）の指摘だけでは，問いに十分に答
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えられないためである。そこで普遍法則（法則や
理論）が必要となり，普遍法則と一緒に初期条件
の指摘が説明に求められる（松尾［2019 a］）。ま
た原因がどのように結果を生起させたのかについ
ての因果関係の説明も求められる。しばしば，説
明がされ，説明が尽くされているように感じられ
ても因果関係の説明にはなっていないことは多
い。
科学的説明において，普遍法則あるいは理論と
初期条件である説明項（前提）を要求しているの
が図表 1に示している被覆法則モデル（covering-

law model）である。そこでは因果的説明は，説明
項（推測の前提）と呼ばれる前提から，被説明項
（説明される出来事や結論）と呼ばれる結果を演
繹し，説明項の部分において普遍法則と初期条件
の 2つの前提要素を用いなければならない（Pop-

per［1972］）。ここでは普遍法則の存在が前提と
なっているが，そもそも普遍法則は存在するのか
という根本的な問題もある。特に社会科学におい
て普遍法則は存在するのであろうか。
他方，社会科学と多くが人文科学に位置づけら
れる歴史学の相違は説明の違いともされる。社会
科学における説明は「因果関係の解明」であり，
社会現象の発生（生じなかった）による疑問に対
する回答とされる。歴史学においても因果関係の
解明を研究目的の 1つとはしてきたが（Carr

［1962］，Roberts［1996］），この目的は，すべての
歴史学者が受容する前提ではない。Dray［1959］
は，社会現象の描写も「説明（explaining what）」
に加えられるとしている。そのため，通説と異な
る新事実の明確化（fact finding）についても因果
関係の解明ではないが，歴史学では評価される
（保城［2017］）。こうした歴史学での評価は社会
科学とは異なるものである。これまで社会科学で

は，因果関係の説明が重視されてきた。おそらく
歴史学では相関関係の説明は重要とされるかもし
れないが，社会科学でのそれはあまり意味がない
かもしれない。

（2）予測困難性
人間行為や社会現象を扱う社会科学では，正確
な予測は困難である。しばしば経済学者や専門家
の経済予測が軽視されるのは，特定科学領域では
決定論的予測が通用せず，科学者の認識に限界が
あるためとされる（松尾［2019b］）。しかし，先の
経済学者や専門家とされる科学者の経済予測を信
用しない，あるいは参考にしないかといえばそう
ではない。ただその信用や参考の程度は，受け手
によって多様である。それではなぜ，全く信用あ
るいは参考とはせずに「ある程度」受容するので
あろうか。こうした側面は「予測」の持つ課題で
ある。
先に普遍法則を社会科学において発見すること
についての疑問を呈した。これについて，全社会
現象を包摂する社会法則の存在を信じ，普遍法則
を発見しようとすることは無駄ともいわれる。そ
れは社会科学は自然科学と異なり，先に取り上げ
たように，同条件下での実験を繰り返せないため
である。また，時代や地域が異なると条件（変数）
が変化してしまい，系統的パターンの抽出は不可
能なためである。さらに社会を扱う学問には人間
が影響する。そこで歴史学と社会科学の統合は，
歴史的実証分析の質を保持し，特定の時代，空間，
事件に限定した範囲で通用する理論，「中範囲理
論」の構築が適しているとされる（保城［2017］）。
歴史学と社会科学の統合を目指さなくとも，それ
ぞれの学問分野から得られることはさまざまな示
唆に富んでいる。中範囲理論の構築については稿

＜図表1 被覆法則モデル＞

LorT（普遍法則または理論） �
�

�
�

�
説明項（前提）

I（初期条件）
─────────────────────── 演繹
E（被説明項［結果］）
（出典）Popper［1972］351（邦訳 390）を松尾［2019a］62が一部修正
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を改めたいが，自然科学と社会科学の相違では，
人間という要素の影響可能性がある。
つまり，自然科学も分野によってはさまざまな
人間の影響を受ける分野があるかもしれない。し
かし，社会科学はそのカバーする学問分野全体に
おいて人間が影響する場合が圧倒的に多い。それ
が社会科学がさまざまな条件を同一にしてという
状況を形成できず，実験に馴染まない研究分野と
される理由の 1つでもあろう。

（3）単純現象と複雑現象
多くの人々が，社会科学において専門家の予測
を信用あるいは全面的に参考とすることができな
ければ，研究者が日々勤しんでいる研究活動は否
定されるものだろうか。また社会科学は，科学的
認識（説明や予測）の追求を断念，放棄しなけれ
ばならないのだろうか。ハイエク （Hayek, F.A.）
は，決定論的予測が適用される科学領域（古典物
理学や天文学など）と，それが適用されない領域
（地震学・気象学・地質学・海洋学等々の応用物理
学など）に区分した。前者は単純現象，後者は複
雑現象と呼ばれ，後者には生命・心・社会領域が
含まれている。つまり，社会科学は後者に含ま
れ，複雑現象については決定論的予測とは異なっ
た別の認識を追求することができる（Hayek

［1955］，松尾［2019b］）。決定論的予測が適用さ
れる科学領域における単純現象ではなく，それが
適用されない科学領域である複雑現象ではどのよ
うに認識追求できるのであろうか。
単純現象と複雑現象は，現象説明や予測の際に
おける考慮変数の多寡による違いとされる。少な
い場合，単純現象，多い場合が複雑現象である。
ただこれについては線引きの難しさもあろう。ハ
イエクは「生命のあるもの」や「社会現象」では
複雑性が増し，現象の正確な認識が難しくなると
した（Hayek［1964］）。経営学者サイモン（Simon,

H.A.）の指摘した「限定合理性（bounded rational-

ity）」は，現象の観察者である科学者にも適合し，
その制約の下，研究を継続せざるを得ない状況を
示唆している。また人間行為や社会現象は，人間
の内面意志や感情など個人的特性の影響を受け

る。それらは攪乱要因として，予測精度を下げる
ことになる（松尾［2019b］）。
しかし，ハイエクは科学の合理性の限界を自覚
した上で現実的提案をしている。科学者は全知的
で無謬な存在でない。人間が無知で誤りうる存在
とするのは可謬主義とされる。ハイエクはこうし
た人間の知識の限界を自覚し，複雑現象で科学が
追究できる認識を考えた（松尾［2019b］）。可謬
主義は，人間が全知全能であり，間違いのない情
報処理をする存在として位置づけていたかつての
状況とは大きく異なっている。それは経済学にお
いて，行動経済学が 1つの学問分野として提示さ
れ，その研究者の中の当該分野を専攻する研究者
からノーベル経済学賞を受賞する者が現れたこと
によって，かなり以前とは状況が変化したとも理
解できよう。
またサイモンの提示した限定合理性は，人間や
組織の意思決定研究の端緒となった。Simon

［1947］は，経営組織での意思決定についていわゆ
る「経済人（完全合理的な人間観）」に基礎をお
き，経済学的分析では組織の決定問題を十分把握
できないとした。人間の合理性に限界があれば，
意思決定の限界を条件付けるものを確定し，どの
ように意思決定が行われるか，現実に近い形での
記述となるように置換しなければならない（Si-

mon［1978］）。現実の世界では，人間の限定合理
性を前提としてビジネスが行われている。一方，
学問の世界では，限定合理性を前提とせずに研究
活動が行われてきた時期があった。しかし現在で
は，限定合理性を考慮した上でさまざまな事業活
動や研究活動が行われているだろう。まさに状況
は刻一刻と変化し，それを鳥瞰的に振り返ってみ
ると大きなパラダイムの変化を観察することもで
きよう。

4．科学分野における方法論

（1）帰納法と演繹法
社会現象を分析対象とする学問は，どの分野も
さまざまな角度から現実社会を扱う。マーケティ
ングも組織や人間の対市場活動と捉えると，これ
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らも当然社会現象である。こうした社会現象は，
実験，分析方法に関係なく，既に存在した（して
いる）社会を分析しなければ，研究成果は空虚な
ものとされる。それは社会科学が実証を伴う学問
のためである。また研究成果を出すには，現在の
社会現象ではなく，ある程度完結した現象を対象
とすべきともされる。それは社会科学が専ら過去
を扱う学問のためである。社会科学が過去を扱う
学問とすれば，歴史学に学ぶことが多い（保城
［2017］）。研究成果を出すための社会科学を考え
た場合，過去を扱うべきと指摘されても，おそら
く多くの社会科学分野における研究者は，その研
究対象を受容できないかもしれない。それは社会
科学が未来の予測を提供することも 1つの役割と
いう思い込み（勘違い）があるからである。
これまで科学分野での研究方法といえば，帰納
法と演繹法が真っ先に思い浮ぶ。近年，帰納法は
科学方法論の地位を後退させたが，個人の研究者
が科学的発見を行う認知過程では，未だほぼ帰納
的思考に依存している。これは不完全に観察され
た曖昧な現象を理性的に捉えた過程，つまり対象
に何らか構造が内在すると推測する場合の「飛
躍」を実現するのが，人間の帰納的推論能力によ
るためである。先にあげたポランニーは，研究者
の主観によって蓄積された曖昧な知識を暗黙的知
識とした。そのため科学的発見では，暗黙的知識
を分類し，既存の科学的体系に位置づける行為を
位置づけた（江頭［2018］）。これは科学者として
の人間を考えるまでもなく，人間はこれまでの知
識や経験により，さまざまな対処方法で物事に対
応することからも明らかである。
他方，「真理の証明方法としての帰納法」と「科
学者の認知過程としての帰納」は混同されること
がある。19世紀の実証主義は，両者を同一視して
いたが，20世紀になり，帰納法が真理を見つけ出
せないことが明白になると，次第に区別されるよ
うになった。この機能分裂が科学の目的を「真理
の発見」から「新たな知識の蓄積」に転換させる
ようになった（江頭［2018］）。これは先に取り上
げた科学の目的が真理の探究ではなくなったこと
の背景ともいえよう。

さらに歴史学と社会科学の説明の違いを統合す
る解決策は，両概念を 1つにせず，同時に満足さ
せ，補完的使用によって両立を目指すことの有用
性も取り上げられる。そこでは新事実の明確化と
その因果関係の解明は，対立する行為ではないと
される。歴史学と社会科学では推論が異なってお
り，前者は広範に史料を渉猟し，それを組み立て
て結論を導出し，一般化する帰納法を用いてい
る。後者は前提を立て，論理的結論を導出する演
繹法を用いている。しかし，純粋な帰納および演
繹法は歴史学や社会科学の分析では不適当とされ
る。帰納法は事実の集積から結論を導き，データ
や資料を収集して総合し，結論を出す方法と，そ
の結論事例から一般的言明を導出する方法があ
る。前者には理論負荷性の問題があり，後者には
帰納的飛躍の難点がある（保城［2017］）。した
がって，帰納法は理論負荷性と帰納的飛躍の問題
を乗り越えなければ，方法としての信頼性は揺ら
いだままである。

（2）帰納法における問題
しばしば帰納法により理論を組み立てようとす
る際，さまざまなデータを収集し，そのデータか
ら確からしい結論（モデルや理論らしきもの）を
導出しようとする。現在でもこうした研究手法を
採用している研究者は意外に多い。本人はこうし
た手法を採用しているとは意識していなくても，
結果として帰納法によるデータの収集と整理，結
論（理論）導出となっている場合がある。データ
については「与えられたもの」の意味がある。た
だデータ分析は受動的なものではなく，当人の主
観により形成されることもある。そのため，理論
負荷性はその主観的負荷から逃れられず，ありの
まま事実を記述する客観的な歴史学はないとされ
る。したがって歴史は「研究者の物語（Danto

［1989］，White［1973］）」とされる所以である。そ
のため理論負荷性が回避できなければ，資料を作
成した人間の主観が入る（保城［2017］）。これは
歴史学だけではなく，他の学問分野においても帰
納法によれば，こうした問題が起こる可能性は十
分にある。
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帰納法のもう 1つの問題は帰納的飛躍である。
それは 1事例から無限に拡大する未知の事例へと
飛躍させることは，どの原理においても正当化す
ることができない（保城［2017］）。特に経営（学）
やマーケティング（論）ではしばしば帰納的飛躍
が見られる。それは学会報告を聞いていてもごく
少数の事例から強引な結論（理論らしきもの）の
導出がよくある。それに対してフロアからの質問
は，データ取得法，サンプル数，分析手法などが
論われ，結局は時間がなくなり，その場でやりと
りは終了となることが多い。ただ後日，学会誌な
どに目を通すと，フロアからの質問は反映され
ず，ほぼそのままの論理が展開され掲載されてい
ることが多い。そこに帰納的飛躍を感じざるを得
ないが，多くはそれがまた検証されることもな
く，時間が経過するだけである。

（3）演繹法における問題
演繹法は，与えられた言明から別言明を導出す
る推論方法である。ある論証の前提（assump-

tion）が正しければ，結論も正しいとされる。し
たがって，前提を誤ってしまうと結論も誤ること
になる。ただ演繹法は，前提が正しいことを担保
していない。他方，社会を扱う学問は，前提から
導出された結論の正しさを経験的に確かめる必要
があるともされる。フリードマンは，理論がある
目的によく適ったものであれば，その前提が現実
を反映していなくとも問題ではないが，当該理論
による予測は経験的にテストされなければならな
いとしている（Friedman［1953］）。このように演
繹法についても，帰納法とは異なる問題を抱えて
いる。さらに経験テストも演繹法の領域外とさ
れ，純粋な帰納法も演繹法も歴史学や社会科学の
分析方法では適当でないとされる（保城［2017］）。
それではどのような方法を採用すれば，歴史学
だけではなく，社会科学の分析法としては適して
いるのであろうか。それらについては，複数の方
法論的提案がこれまで示されているが，やはり実
際の研究では帰納法や演繹法，あるいはそのハイ
ブリッドによる研究が多い。そして，新しい方法
論が提示されたとしても，その方法論により研究

し，一定成果をおさめていると思われる研究は少
ない。特に社会科学では，方法論の整理や提示は
しているものの，実際にその方法論により研究を
進め研究成果を出すことに難しさがある。また研
究者によっては，方法論研究に終始してしまい，
冒頭で述べたように研究の入口から中に入らない
まま研究者人生を終えた者も多々存在する。した
がって，研究のための方法論の模索や研究のため
の研究は，研究者にとっては魔物のようなものか
もしれない。

5．事例分析の方法

（1）量的研究と質的研究
現在，マーケティング研究では，仮説を立て検
証する「仮説－検証」型の研究が一般的である。
この研究手法の基底に演繹法があるが，問題のあ
る研究方法であることは先に取り上げた。他方，
しばしば「あの人は定量（分析）の人だ」「この人
は定性（分析）の人だ」とレッテル貼りが行われ
ることがある。これは当該研究者がこれまで採用
してきた分析方法がどちらかに傾斜していること
を示すものである。
質的研究は，量的研究の適用が難しく，実験や
統計に適さない研究課題を具体的人間や状況で現
象を解明するための 1つの手段とされる。これに
は，①仮説生成，②対象の理論化（質的データを
抽象化し得られる概念を組み合わせ，対象を表現
する理論構築），③要素抽出（量的研究で黙殺され
る少数意見に注目，項目のバリエーション確認）
が用いられる。質的研究によるデータは，面接に
よる口頭データや観察及び写真や映像など視覚
データであるが，その内容や特徴を記述して分析
に用いる（Flick［2002］）。また量的データは，統
計手法などで分析されるが，量的データの分析は
テキストに対する特有の分析が必要とされる（寺
下［2011］）。
さらに質的研究は，リサーチクエスチョン（研
究の問い）の設定，対象選定とデータ収集，コー
ディングとカテゴリー化，理論構築の流れを辿
る。そこには主観的要素が入り込みやすく，量的
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研究以上に論理立てて遂行する必要がある。先行
研究から評価指標として具体的に数値化できる指
標がなく，そもそもどのような要素があり，何を
評価すべきかが明確でなければ質的研究を選択す
べきとされる（寺下［2011］）。つまり量的研究と
質的研究の違いを選択する際の条件は具体的に数
値化できないことが前提となる。
また質的研究は，リサーチクエスチョンに適合
した対象を合目的に選定する必要がある。これは
量的研究におけるランダムサンプリングとは対照
的である。質的研究ではテキストデータ収集と分
析困難性のため，一般的に対象は少数となり，対
象範囲，データ収集法，収集数などを決定する。
データ収集，コーディングとカテゴリー化，理論
構築は密接に関係し，データ収集毎に分析結果を
絶えず比較し，それをデータ収集に反映させる継
続的比較が行われ，結果の妥当性を高めていくこ
とになる。そして結果分析は，これ以上対象を追
加しても新たな結果が生まれない状態を理論的飽
和といい，データ収集を打ち切る基準となる
（Flick［2002］）。
質的研究も最終目的は理論構築である。ただ質
的研究での小規模データから一般化可能な理論を
得るのは難しいとされる（大谷［2007］）。そのた
め確定的ではなく仮説的理論を構築し，別視点か
ら質的分析を行う。あるいは量的研究で因果関係
を明確化することも視野に入れるべきとされる。
理論構築も各分析法で方法が異なる（寺下
［2011］）。
質的研究では，サンプル数が少ないため，対象
の代表性を問われ，解釈が主観的なため一般化可
能性が問題となる。そこで質的研究はリサーチク
エスチョンに照らして選択すべきとされ，量的研
究同様，科学的理論やモデルをもたらす研究法の
1つとなる（高木［2011］）。質的研究は，分析結果
の妥当性を示すためにトライアンギュレーション
を用いる。これは複数の研究法，理論的立場，
データ源，研究者などを組合せ，妥当性の高い知
見を得ようとする研究デザインである（Flick

［2002］）。これらは研究計画を立てる際から考慮
すべき事項である。特にリテールマーケティング

分野では，これまで量的研究だけではなく，質的
研究も取り入れられている。ただ実際のところ
は，事例提示と簡単な分析に終わっているものが
ほとんどである。

（2）事例の全分析
理論的関心で行われる事例研究は少ない。単な
る事例研究は多いが，理論をその基礎とし，理論
検証のため行われる事例研究は稀とされる。これ
は，実証研究に耐える中範囲理論の未整備や理論
的関心を前面に押し出し調査する困難さが原因で
ある（片桐［1995］）。これまで歴史学者は，事例
選択にはほぼ関心がなかったとされる。それは分
析対象の詳細記述や事実発見を目的としたためで
ある。事例分析では時間・空間・事件を限定し，
その範囲内で問題関心に沿った全事例分析が重要
である。主張の裏付けや反論での事例提示はある
が，多くは少数例からの一般化であり，帰納的飛
躍がある（保城［2017］）。
また，事例を多く重ねてもそれに勝る反対事例
が観察されると主張は覆されることになる。ただ
理論検証のため，その理論で説明可能なことが事
前に分かる事例（イージー・ケース）の選択は，
回避すべきとされる。そこで保城［2017］は「事
例全枚挙」を提案している。社会現象の理論化
は，特定の時代，空間，事件の限定範囲で通用す
る理論，すなわち中範囲理論構築を目指すべきと
される。変則的現象の原因をある特定の時代にお
いて分析に値する現象が発見された場合，研究目
的に沿う問いをその時代全体に投げかけ，そこで
比較可能な複数事例が抽出可能となる。そして，
諸事例全部を分析すれば，帰納的飛躍批判は回避
することができる。さらに中範囲か，時間を限定
し，範囲内の全事例の取扱は複数事例の多様な変
数の影響をある程度制御できる。つまり「他の条
件を一定として」という，実験と似た比較分析が
できる（保城［2017］）。このように事例を取り上
げて理論を説明しようとすれば，究極的には事例
を全て取り上げて分析するしか手段がない。それ
は大変な作業のように思われるが，時間と範囲を
限定することにより，その中ではこうした作業に
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より帰納的飛躍の回避は可能となろう。

おわりに

本稿は，リテールマーケティング研究を 1つの
研究分野とするため，他の学問分野もこれまでそ
の研究の歩みの途中に課題となった研究の方法を
中心に取り上げた。まず方法論研究に対する疑義
からはじめ，これまで各研究分野が辿った認識変
化について取り上げた。また，リテールマーケ
ティングを社会科学分野に属する研究として位置
づける際，自然科学研究分野における予測可能
性，さらに実験可能性について言及した。そして
科学として確立するには，普遍法則が重要となる
が，それ自体への疑問について言及するととも
に，さまざまな社会現象を分析する際の区分や線
引きの問題についても取り上げた。
特に社会科学は，人間が関係することが多いた
め，その限定合理性についても言及した。さらに
これまでの科学における研究方法としての帰納法
と演繹法も取り上げ，各々の問題点も指摘した。
リテールマーケティングではしばしば事例を取り
扱うため，その位置づけについても若干触れた。
以上のように，これまでの学問，特に社会科学が
歩んできた科学としての位置づけを得るための道
程を概略的に辿ったが，時間を超えて理論を確立
することの難しさは払拭できない。そこでリテー
ルマーケティング研究を中範囲理論によることを
当座の基礎として展開すべく，次稿はこれによる
研究方法の確立について考察したい。
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